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外務省
（国際交流基金）

財務省
（税関）

文部科学省 経済産業省
（ＪＥＴＲＯ）

総務省 国土交通省
（国際観光振興機構）

農林水産省
（ＪＥＴＲＯ）

模倣品・海賊版防止による日本ブランドの維持

・ＣＪ支援現地
ﾀｽｸﾌｫｰｽの
主催、その他
在外公館を
中核とした
官民連携の
推進

・対外文化発
信・文化交流

・日本産品の
海外進出
支援

・ＣＪ官民有識
者会議

・ＣＪ戦略推進
事業

・コンテンツの
製作・流通
基盤の整備

・観光客の
誘致

・農林水産物・
食品の輸出
促進

・日本の農林水
産物・食品の
魅力の発信

コンテンツの海外展開（規制の緩和・撤廃含む）

国際共同製作の促進・海外のロケ誘致・コンテンツ特区

クールジャパンの全体像

・芸術文化
振興

・模倣品・
海賊版の
水際取締り

・知財計画におけるクールジャパン
戦略の策定

・クールジャパンの推進

知財事務局

（知財戦略の策定）

・新成長戦略の実施促進
・日本再生戦略の策定

国家戦略室

（国家戦略の策定）連携
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知的財産戦略推進事務局関係施策



東日本大震災により損なわれた日本の食、観光、製品等への信頼性回復のため、クールジャパンを活
用した日本ブランドの復興キャンペーンを実施。

国内外のイベントを活用し、日本の文化や魅力に触れてもらう機会を提供するとともに、日本の復興をアピール
（海外：１６か国２０イベント/国内：３イベント）

海外メディアを活用した発信

国内外のイベントでの発信

・日米桜寄贈100周年（米国）
※ 米国で日本人で初めて特許を取得（１８８３年） した平山甚太の昼花火を打ち上げ

・日印国交樹立60周年（インド）
高品質な日本産品等を中心とした展示

海外イベントの例

海外のメディアを通じた日本ブランドの
浸透・イメージアップ

クールジャパンを活用した日本ブランド復興キャンペーン
内閣官房知的財産戦略推進事務局

・日中国交正常化40周年（中国）
国際シンポジウム

国内イベントの例

・スマートエネルギーウィーク（東京）

米国での昼花火打上げ
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中国

アニメ・映像関係（北京）（3月）
国際シンポジウム（北京）（3月）

ファッション関係（上海）（3月）

アジア・オセアニア

留学生参加のシンポジウム
関係（韓国・ｵｰｽﾄﾗﾘｱ・ ﾀｲ）

（2～3月）

インド

技術・産品関係
（ﾆｭｰﾃﾞﾘｰ）（3月）

米国

日米桜寄贈100周年関係（ﾜｼﾝﾄﾝ）（3月）
伝統工芸品・ものづくり関係（ﾆｭｰﾖｰｸ）（3月）

欧州（６都市）

音楽イベント関係（2～3月）

ロシア

ポップカルチャー関係
（ﾓｽｸﾜ）（3月）

フランス

伝統工芸品・ものづくり
関係（ﾊﾟﾘ）（3月）

香港・シンガポール

食品関係（12月、3月）

イギリス

祭り・食関係
（ﾛﾝﾄﾞﾝ）（3月）

①海外イベントの結果概要

世界16か国で20イベントを実施し、のべ約22万人が来場
テレビ・ラジオ20番組、新聞・雑誌74紙、WEB 627サイトで取り上げられた（3月31日現在確認できたもの）
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②海外メディアを活用したクールジャパン発信事業の結果概要

放送時期 ：３月２０日（火）～２５日（日）、２９日（木）
放送地域 ：ワシントンＤＣ、ニューヨーク、ロサンジェルス
放送チャンネル ：ＤＣ：ＷＪＬＡ、ＮＹ：ＷＡＢＣ、ＬＡ：ＫＡＢＣ（いずれもＡＢＣ系列）
放送時間帯 ：全日型（０４：３０～２７：０５）
推定のべ視聴者数 ：約９７４０万人 （ＮＹ：４５６３万人、ＬＡ：３７６４万人、ＤＣ：１４１３万人）
３０秒スポット ：約２３０本

米国

掲載日 ：3月23日（金）発売（4/2号）
掲載誌 ：ＴＩＭＥ(Ｎａｔｉｏｎａｌ版)
掲載（配布）地域 ：全土
発行（刊）部数 ：１６０万部
掲載サイズ ：２頁（天地：267mm×左右：400mm）

テレビ

雑誌

テレビ

雑誌

放送時期 ：３月２４日（土）～ ２５日（日）
放送地域 ：全土
放送チャンネル ：香港：凤凰卫视中文台、星空卫视

放送時間帯 ：全日型（０７：００～２５：００）
推定のべ視聴者数 ：約１０００万人
３０秒スポット ：約１９０本

中国

掲載日 ：3月19日（月）発売（4月号）
掲載誌 ：Ray 瑞麗服美容
掲載（配布）地域 ：全土
発行（刊）部数 ：１１８万部
掲載サイズ ：２頁（天地：275mm×左右：430mm）

掲載日 ：3月28日（水）発売
掲載誌 ：新華社環球（別刷り）
掲載（配布）地域 ：全土
発行（刊）部数 ：5,000部
掲載サイズ ：２頁（天地：265mm×左右：410mm）

米国及び中国で、のべ約1.2億人に対しクールジャパンを発信
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③国内イベントを活用したクールジャパン発信事業の結果概要

■開催日 ：2月29日（水）～3月2日（金）
■開催場所 ：東京ビックサイト 西展示場 １階 アトリウム
■スペース ：162㎡（横13.5×縦12 （ｍ））
■展示概要
・「クールジャパン」の概念および“JAPAN NEXT”というスローガン（ロゴ）の下で 外国人に日本の

文化・技術・産業を知っていただくために外国人が多く来場する場や、日本へ高い関心を向ける
場でのアプローチを実施。

・“日本の四季”をテーマに、季節ごとの風物や文化を感じることができるブースを展開。

１．スマートエネルギーウィーク

■開催日 ：3月6日（火） ～9日（金）
■開催場所 ：幕張メッセ ８ホール
■スペース ：21.87㎡（横2.7×縦8.1 （ｍ））
■展示概要
・「クールジャパン」の概念および“JAPAN NEXT”というスローガン（ロゴ）の下で 外国人に日本の

文化・技術・産業を知っていただくために外国人が多く来場する場や、日本へ高い関心を向ける
場でのアプローチを実施。

２．ＦＯＯＤＥＸ２０１２

■開催日 ： 3月16日（金） ～18（日）
■開催場所 ：新千歳空港 センタープラザ
■スペース ： 162㎡（横13.5 ×縦12（ｍ））
■展示概要
・「クールジャパン」の概念および“JAPAN NEXT”というスローガン（ロゴ）の下で 外国人に日本の

文化・技術・産業を知っていただくために外国人が多く来場する場や、日本へ高い関心を向ける
場でのアプローチを実施。

・“日本の四季”をテーマに、季節ごとの風物や文化を感じることができるブースを展開。

３．新千歳空港

3イベントを実施し、のべ約2.3万人の外国人が来場

5



ク
ー
ル
ジ
ャ
パ
ン
を
活

用
し
た
日

本
ブ
ラ
ン
ド
復

興
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

『
国

際
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

中
国

の
生

活
革

命
と
日

本
の
魅

力
の
再

発
見

—
深
め
よ
う
日
中
の
絆
—
』

イ
ベ
ン
ト
実

施
報

告
レ
ポ
ー
ト

参
考
１

6



1

■
名

称
『
国

際
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

中
国

の
生

活
革

命
と
日

本
の
魅

力
の
再

発
見

—
深
め
よ
う
日
中
の
絆
—
』

■
事
業
の
目
的

日
中
国
交
正
常
化
4
0
周
年
の
節
目
の
年
に
あ
た
る
本
年
、
こ
の
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
に
お
い
て
日
中
両
国
の
政
府
、
メ
デ
ィ
ア
関
係
者
、
生
活
文
化
産
業

の
事

業
者

が
一

堂
に
会

し
、
相

互
に
議

論
を
深

め
る
こ
と
に
よ
り
、
日

中
間

の
生

活
文

化
産

業
交

流
の
重

要
性

を
認

識
し
、
長

期
的

な
協

力
体

制
を

形
作
る
こ
と
を
目
指
す
。

■
実
施
時
期

2
0
1
2
年

3
月

2
4
日
（
土
）

1
3
：
3
0
～

2
0
：
0
0

■
会

場

中
国
科
学
院
学
術
会
堂
（
北
京
）

■
主
催
者

内
閣
官
房
知
的
財
産
戦
略
推
進
事
務
局

中
国
国
家
信
息
中
心

中
国
科
学
院

新
華
社
環
球
雑
誌
社

■
来
場
者
数

3
8
0
名

■
実
施
内
容

①
1
3
：
3
0
～

1
4
：
0
0

挨
拶

楊
偉
民
氏

（
中
国
共
産
党
中
央
財
経
弁
公
室

副
主
任
）

書
林
氏

（
中
国
新
聞
出
版
総
署
副
署
長
）

堀
之
内
秀
久
氏

（
駐
中
華
人
民
共
和
国
日
本
国
特
命
全
権
公
使
）

杉
本

和
行

氏
（
み
ず
ほ
総

合
研

究
所

理
事

長
、
元

財
務

事
務

次
官

）
②

1
4
：
0
0
～

1
5
：
4
5

プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン

モ
デ
レ
ー
タ
ー
：

胡
俊
凱
氏

（
新
華
社
環
球
編
集
長
）

講
演
者
：

角
川

歴
彦

氏
（
知

的
財

産
戦

略
本

部
本

部
員

、
株

式
会

社
角

川
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス

取
締

役
会

長
）

谷
口

元
氏

（
知

的
財

産
戦

略
本

部
コ
ン
テ
ン
ツ
強

化
専

門
調

査
会

委
員

、
一

般
社

団
法

人
日

本
音

楽
出

版
協

会
会

長
、

エ
イ
ベ
ッ
ク
ス
・
ミ
ュ
ー
ジ
ッ
ク
・
パ
ブ
リ
ッ
シ
ン
グ
株

式
会

社
代

表
取

締
役

社
長

）
佐

藤
守

正
氏

（
株

式
会

社
エ
フ
ピ
コ

代
表

取
締

役
社

長
兼

最
高

執
行

責
任

者
（
C
O
O
）
）

陳
暁
東
氏

（
銀
泰
百
貨
総
裁
・
中
国
青
年

企
業
家
協
会
副
会
長
）

朱
暁
明
氏

（
中
国
江
蘇
省
鎮
江
市
代
市
長
）

小
手
川
大
助
氏

（
元
ＩＭ

Ｆ
日
本
代
表
理
事

キ
ヤ
ノ
ン
グ
ロ
ー
バ
ル
戦
略
研
究
所

研
究
主
幹
）

③
1
5
：
4
5
～

1
6
：
0
0

休
憩

④
1
6
：
0
0
～

1
8
：
1
5

パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン

モ
デ
レ
ー
タ
ー
：

周
牧
之
氏

（
東
京
経
済
大
学
教
授
）

パ
ネ
ラ
ー
：

安
斎

隆
氏

（
株

式
会

社
セ
ブ
ン
銀

行
代

表
取

締
役

会
長

、
元

日
本

銀
行

理
事

）
杜
平
氏

（
中
国
国
家
信
息
中
心

常
務
副
主
任
）

宮
島

和
美

氏
（
株

式
会

社
フ
ァ
ン
ケ
ル

代
表

取
締

役
会

長
執

行
役

員
）

穆
栄
平
氏

（
中
国
科
学
院
科
技
政
策
与
管

理
科
学
研
究
所
所
長
）

⑤
1
8
：
1
5
～
1
9
：
5
0

意
見
交
換
会

■
協
力

経
済
産
業
省

中
国
青
年
企
業
家
協
会

実
施
概
要

会
場
：中

国
科
学
院
学
術
会
堂
（北

京
）

北
京
市
海
淀
区
中
関
村
北
一
条
1
5
号
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2

現
場
写
真
①

挨
拶

杉
本
和
行
氏

（
み
ず
ほ
総
合
研
究
所
理
事
長
、
元
財
務
事
務
次
官
）

プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン

小
手
川
大
助
氏

（
元
ＩＭ

Ｆ
日
本
代
表
理
事
、
キ
ヤ
ノ
ン
グ
ロ
ー
バ
ル
戦
略
研
究
所

研
究
主
幹
）

プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン

角
川
歴
彦
氏

（
知
的
財
産
戦
略
本
部
本
部
員
、

株
式
会
社
角
川
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス

取
締
役
会
長
）

プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン

谷
口
元
氏

（
知
的
財
産
戦
略
本
部
コ
ン
テ
ン
ツ
強
化
専
門
調
査
会
委
員
、

一
般
社
団
法
人
日
本
音
楽
出
版
協
会
会
長
、

エ
イ
ベ
ッ
ク
ス
・
ミ
ュ
ー
ジ
ッ
ク
・
パ
ブ
リ
ッ
シ
ン
グ
株

式
会

社
代

表
取

締
役

社
長

）

プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン

佐
藤
守
正
氏

（
株
式
会
社
エ
フ
ピ
コ

代
表
取
締
役
社
長
兼
最
高
執
行
責
任
者
（
C
O
O
）

挨
拶

楊
偉
民
氏

（
中
国
共
産
党
中
央
財
経
弁
公
室

副
主
任
）
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3

現
場
写
真
②

パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン

周
牧
之
氏

（
東
京
経
済
大
学
教
授
）

パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン

安
斎
隆
氏

（
株
式
会
社
セ
ブ
ン
銀
行
代
表
取
締
役
会
長
、
元
日
本
銀
行
理
事
）

パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン

杜
平
氏

（
中
国
国
家
信
息
中
心

常
務
副
主
任
）

パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン

穆
栄
平
氏

（
中
国
科
学
院
科
技
政
策
与
管
理
科
学
研
究
所
所
長
）

パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン

パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン

宮
島

和
美

氏
（
株

式
会

社
フ
ァ
ン
ケ
ル

代
表

取
締

役
会

長
執

行
役

員
）
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1

実
施

概
要

■
名

称
『
日

中
文

化
交

流
フ

ェ
ス

テ
ィ
バ

ル
』

■
事

業
の

目
的

日
中

国
交

正
常

化
4
0
周

年
を

迎
え

る
節

目
の

年
に

、
日

中
の

著
名

な
コ

ン
テ

ン
ツ

関
係

者
、
学

生
が

集
う

フ
ェ

ス
テ

ィ
バ

ル
事

業
を

実
施

す
る

。
ま

た
、
風

評
被

害
を

解
消

す
る

た
め

に
、
中

国
の

コ
ン

テ
ン

ツ
の

担
い

手
に

対
し

、
メ

ッ
セ

ー
ジ

を
発

信
し

て
い

く
。

■
実

施
時

期
2
0
1
2
年

３
月

1
6
日

（
金

）
1
3
：
0
0
～

1
9
：
3
0

■
会

場
北

京
電

影
学

院
ホ

ー
ル

■
主

催
者

内
閣

官
房

知
的

財
産

戦
略

推
進

事
務

局

■
来

場
者

数
8
5
0
名

■
実

施
内

容
※

次
ペ

ー
ジ

参
照

■
協

力
早

稲
田

大
学

、
北

京
電

影
学

院

北
京

電
影

学
院

11



2

実
施

内
容

登
壇

者

内
容

1
3
:0

0
-
1
3
:0

4
 J

A
P
A
N
 N

E
X
T
プ

レ
ゼ

ン
テ

ー
シ

ョ
ン

映
像

の
放

映
1
3
:0

4
-
1
3
:0

8
 来

賓
挨

拶
在

中
国

日
本

国
大

使
館

広
報

文
化

セ
ン

タ
ー

参
事

官
臼

井
将

人
氏

に
よ

る
ご

挨
拶

1
3
:0

8
-
1
3
:1

2
主

催
者

挨
拶

内
閣

官
房

知
的

財
産

戦
略

推
進

事
務

局
企

画
官

筬
島

専
氏

に
よ

る
ご

挨
拶

1
3
:1

2
-
1
3
:1

5
 日

本
の

映
画

監
督

か
ら

の
メ

ッ
セ

ー
ジ

映
像

の
上

映
1
3
:1

5
-
1
5
:1

5
 映

画
上

映
ア

ニ
メ

ー
シ

ョ
ン

映
画

「
も

も
へ

の
手

紙
」
の

上
映

1
5
:2

5
-
1
7
:0

0
 ト

ー
ク

セ
ッ

シ
ョ
ン

日
本

の
ク

リ
エ

ー
タ

ー
と

中
国

の
学

生
に

よ
る

ト
ー

ク
セ

ッ
シ

ョ
ン

1
7
:1

0
-
1
8
:1

0
 映

像
上

映
早

稲
田

大
学

（
日

本
）
と

北
京

電
影

学
院

（
中

国
）
で

共
同

制
作

し
た

「
京

都
掠

影
」
の

上
映

1
8
:3

0
-
1
9
:3

0
意

見
交

換
会

日
中

の
関

係
者

、
学

生
（
約

5
0
名

）
で

意
見

交
換

会
を

実
施

＜
漫

画
家

＞
一

条
ゆ

か
り

氏
（
い

ち
じ

ょ
う

ゆ
か

り
）

＜
ア

ニ
メ

ー
シ

ョ
ン

プ
ロ

デ
ュ

ー
サ

ー
＞

石
川

光
久

氏
（
い

し
か

わ
み

つ
ひ

さ
）

＜
映

画
監

督
＞

安
藤

紘
平

氏
（
あ

ん
ど

う
こ

う
へ

い
）

＜
俳

優
＞

別
所

哲
也

氏
（
べ

っ
し

ょ
て

つ
や

）

ア
ニ

メ
ー

シ
ョ

ン
製

作
会

社
株

式
会

社
プ

ロ
ダ

ク
シ

ョ
ン

・
ア

イ
ジ

ー
代

表
取

締
役

社
長

。
プ

ロ
デ

ュ
ー

サ
ー

と
し

て
数

多
く

の
ア

ニ
メ

ー
シ

ョ
ン

映
画

、
ゲ

ー
ム

制
作

な
ど

を
手

掛
け

る
。

代
表

先
と

し
て

は
「
G

H
O

S
T

 IN
 T

H
E
 S

H
E
L
L
/
攻

殻
機

動
隊

」
（
1
9
9
5
年

）
や

、
「
イ

ノ
セ

ン
ス

」
（
2
0
0
4

年
）
な

ど
。

漫
画

家
。

1
9
4
9
年

第
１

回
り

ぼ
ん

新
人

漫
画

賞
準

入
選

、
1
9
6
8
年

受
賞

作
『
雪

の
セ

レ
ナ

ー
デ

』
で

デ
ビ

ュ
ー

。
売

上
累

計
2
,5

0
0
万

部
突

破
の

『
有

閑
倶

楽
部

』
を

は
じ

め
、

ド
ラ

マ
化

作
品

多
数

。
2
0
0
7
年

『
プ

ラ
イ

ド
』
で

、
第

1
1
回

文
化

庁
メ

デ
ィ

ア
芸

術
祭

マ
ン

ガ
部

門
優

秀
賞

受
賞

。
同

作
は

2
0
0
9
年

に
映

画
化

、
2
0
1
0
年

に
舞

台
化

。

俳
優

・
「
シ

ョ
ー

ト
シ

ョ
ー

ト
フ

ィ
ル

ム
フ

ェ
ス

テ
ィ

バ
ル

＆
ア

ジ
ア

」
代

表
数

多
く

の
映

画
・
ド

ラ
マ

・
舞

台
な

ど
で

幅
広

く
活

躍
。

1
9
9
9
年

よ
り

、
日

本
発

の
国

際
短

篇
映

画
祭

「
シ

ョ
ー

ト
シ

ョ
ー

ト
フ

ィ
ル

ム
フ

ェ
ス

テ
ィ

バ
ル

」
を

主
宰

。
映

画
祭

へ
の

取
り

組
み

か
ら

文
化

庁
長

官
表

彰
を

受
賞

。
内

閣
官

房
知

的
財

産
戦

略
本

部
コ

ン
テ

ン
ツ

強
化

専
門

調
査

会
委

員
に

就
任

。

映
画

監
督

、
早

稲
田

大
学

教
授

。
『
ア

イ
ン

シ
ュ

タ
イ

ン
は

黄
昏

の
向

こ
う

か
ら

や
っ

て
く

る
』
(1

9
9
4
年

）
、

「
フ

ェ
ル

メ
ー

ル
の

囁
き

」
(1

9
9
8
年

）
な

ど
多

数
の

作
品

で
ハ

ワ
イ

国
際

映
画

祭
銀

賞
、

モ
ン

ト
ル

ー
国

際
映

画
祭

グ
ラ

ン
プ

リ
な

ど
数

多
く

受
賞

。
パ

リ
、

ニ
ュ

ー
ヨ

ー
ク

、
L
A

、
東

京
、

な
ど

の
美

術
館

に
作

品
収

蔵
。

日
本

映
画

監
督

協
会

国
際

委
員

長
。

【
ト
ー

ク
セ

ッ
シ

ョ
ン

要
旨

】

コ
ー

デ
ィ
ネ

ー
タ

ー
で

あ
る

安
藤

紘
平

氏
の

進
行

の
も

と
、
石

川
光

久
氏

（
ア

ニ
メ

ー
シ

ョ
ン

プ
ロ

デ
ュ

ー
サ

ー
）
、
一

条
ゆ

か
り

氏
（
漫

画
家

）
、
別

所
哲

也
氏

（
俳

優
）
と

、
北

京
電

影
学

院
の

学
生

3
名

に
よ

る
、
ト
ー

ク
セ

ッ
シ

ョ
ン

が
行

わ
れ

た
。

映
画

・
漫

画
な

ど
の

コ
ン

テ
ン

ツ
に

つ
い

て
の

議
論

を
通

じ
て

、
日

中
両

国
の

文
化

交
流

を
深

め
て

い
く
こ

と
の

重
要

性
を

議
論

し
た

。
実

際
に

日
本

（
東

京
・
京

都
）
に

撮
影

に
来

た
学

生
も

登
壇

し
、
自

ら
の

目
で

見
た

日
本

の
文

化
に

つ
い

て
語

っ
た

。

■
一

条
ゆ

か
り

氏
・
漫

画
を

書
き

始
め

た
き

っ
か

け
・
漫

画
を

通
し

て
表

現
し

よ
う

と
し

て
い

る
こ

と
・
作

品
の

物
語

性
、
ド
ラ

マ
性

に
つ

い
て

・
漫

画
家

を
志

す
若

い
人

へ
の

ア
ド
バ

イ
ス

■
石

川
光

久
氏

・
ア

ニ
メ

ー
シ

ョ
ン

作
品

を
通

し
て

、
世

界
の

若
者

に
伝

え
た

い
こ

と
・
プ

ロ
デ

ュ
ー

サ
ー

職
と

は
・
若

い
頃

に
何

を
し

て
い

た
か

■
別

所
哲

也
氏

・
シ

ョ
ー

ト
シ

ョ
ー

ト
フ

ィ
ル

ム
フ

ェ
ス

テ
ィ
バ

ル
に

つ
い

て
・
短

編
映

画
へ

の
思

い
・
日

中
に

お
け

る
コ

ン
テ

ン
ツ

ビ
ジ

ネ
ス

の
環

境
の

違
い

■
北

京
電

影
学

院
学

生
（
登

壇
者

）
・
実

際
に

日
本

に
行

っ
て

感
じ

た
こ

と
・
中

国
の

映
画

業
界

の
環

境
に

つ
い

て

■
北

京
電

影
学

院
学

生
（
来

場
者

）
・
学

生
の

頃
に

何
を

し
た

ら
よ

い
か

・
日

中
の

歴
史

的
背

景
を

ど
う

捉
え

て
い

る
か
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3

実
施

記
録

写
真

マ
ン

ガ
の

原
画

展
示

一
条

ゆ
か

り
先

生
（
登

壇
者

）
、

今
井

美
保

先
生

の
原

画
を

展
示

。
日

本
の

漫
画

ク
リ

エ
ー

タ
ー

の
原

画
に

興
味

を
示

す
来

場
者

が
多

数
見

受
け

ら
れ

た
。

日
本

を
代

表
す

る
映

画
監

督
に

よ
る

ビ
デ

オ
メ

ッ
セ

ー
ジ

放
映

多
数

の
著

名
な

映
画

監
督

か
ら

北
京

電
影

学
院

に
寄

せ
ら

れ
た

ビ
デ

オ
メ

ッ
セ

ー
ジ

。
来

場
者

に
も

好
評

を
博

し
た

。

映
画

上
映

「
も

も
へ

の
手

紙
」
及

び
「
京

都
掠

影
」

ト
ー

ク
セ

ッ
シ

ョ
ン

活
発

な
議

論
で

会
場

か
ら

の
質

問
も

多
数

。
別

所
哲

也
氏

ほ
か

。

ご
挨

拶
北

京
電

影
学

院
を

代
表

し
て

、
王

副
院

長
が

登
壇

。

13



海
外

イ
ベ
ン
ト
に
お
け
る
ア
ン
ケ
ー
ト
結

果
（
概

要
）

～
日

本
に
対

す
る
イ
メ
ー
ジ
の

変
化

に
つ
い
て
～

参
考
３

14
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総務省関係施策総務省関係施策



コンテンツ不正流通対策
の推進

新成長戦略（平成２２年６月１８日）
コンテンツの対外発信による日本ブランド力の向上、デジタル配信の強化、海外コンテンツ流通規制の緩和・撤廃、著作権侵害対策、番組
の権利処理の迅速化等

東日本大震災からの復興の基本方針（平成２３年７月２９日）
「クールジャパン」の推進、海外における風評被害への対策、災害の記録と伝承等

知的財産推進計画２０１１（平成２３年６月３日）
映像を通じた発掘・創造、クールジャパン関連コンテンツによる海外発信強化、被災地におけるコンテンツ製作及び流通実証実験の実施、
インターネット上の著作権侵害の抑止、電子書籍の市場整備の加速化、知的資産のアーカイブ化とその活用促進等

総務省におけるこれまでの取組

地域コンテンツの
海外展開コンテンツの

海外発信強化

コンテンツ海外展開
のための環境整備

放送コンテンツの
権利処理円滑化の推進

インターネット上の不正流通防止対策の技術や体制等に関する実証実験
行い、著作権保護に配慮した円滑な流通の基盤整備を推進し、コンテンツ
の流通促進に資する。

インターネット上の不正流通防止対策の技術や体制等に関する実証実験
行い、著作権保護に配慮した円滑な流通の基盤整備を推進し、コンテンツ
の流通促進に資する。

放送コンテンツの二次利用の促進に向け、権利処理に関する実証実験を
実施することにより、権利処理窓口のシステム一元化を推進し、円滑な権
利処理を実現。また、放送コンテンツの海外展開に係る実演家の権利処
理円滑化ガイドラインを策定。

放送コンテンツの二次利用の促進に向け、権利処理に関する実証実験を
実施することにより、権利処理窓口のシステム一元化を推進し、円滑な権
利処理を実現。また、放送コンテンツの海外展開に係る実演家の権利処
理円滑化ガイドラインを策定。

＜総務省の主な施策＞

地域コンテンツの海外展開の促進を目的として国際共同製作に関する調
査研究等を実施。
地域コンテンツの海外展開の促進を目的として国際共同製作に関する調
査研究等を実施。

（参考）コンテンツ施策に係る主な政府方針

海外コンテンツ規制
の緩和

二国間協議（日中経済パートナーシップ協議など）の場において関係国と協
議し、コンテンツ規制の緩和を要求。
二国間協議（日中経済パートナーシップ協議など）の場において関係国と協
議し、コンテンツ規制の緩和を要求。

震災復興に係る海外への
情報発信強化

東日本大震災後の海外における日本のイメージ回復を図り、風評被害等
の拡大を防止するため、テレビ国際放送や国際共同製作等を通じて、海
外への情報発信を強化する。

東日本大震災後の海外における日本のイメージ回復を図り、風評被害等
の拡大を防止するため、テレビ国際放送や国際共同製作等を通じて、海
外への情報発信を強化する。

17



震災復興に係る海外への情報発信強化（平成23年度第三次補正）

施策の概要

東日本大震災の被災地の復興をアピールするとともに、風評被害対策のため、
①復興をテーマとした番組を委託により製作し、NHK子会社の外国人向け海外放送のネットワークやインターネットを活用して
世界に配信する。

②海外放送事業者と国内放送事業者が震災からの復興をテーマとした放送番組を共同製作することを推進するため、海外放
送事業者と国内放送事業者等とのマッチングを支援

進捗状況について

平成24年2月1日（水）から同年2月21日（火）までの間、請負主体等を通じて、映像コンテンツの企画公募を行ったところ、計
420件の応募があり、29件（JIB-TV部門：13件、国際共同製作部門：16件）の本事業の支援対象となる企画を選定。順次、放
送番組の製作・放送及び配信を実施。 （参考URL）http://www.j-forward.jp/

人
ＴＶ」等

風評被害対策に係る我が国国際放送の拡充（番組の追加及び多言語化等）

海外メディアと国内放送事業者等とのマッチング等

国際共同製作

支
援

ＮＨＫ子会社 我が国国際放送を通じた情報発信

海外メディア等を通じた情報発信

インターネットで配信
18



海外への情報発信強化における各省庁との施策連携イメージ

世界約130ヶ国・地域
1億4,754万世帯で視聴可能

(平成24年2月末時点)

ＪＩＢ－ＴＶ枠
ミ
ニ
枠
（
５
分
）

ＮＨＫの枠
（ニュース等）

総務省予算による
30分（1日6回繰り返し）の

放送枠確保

総務省予算により、請負主体（電通）を通じて、
放送局または番組製作会社によって製作され
た番組（既存番組含む）の放映

各省庁予算により製作された
ＰＲ映像の放映

番組本編（２４分）
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「Asian Side of the Doc」は、アジアをはじめとする世界中の国々によるドキュメンタリーの共同製作のビジネス
マッチングを促進する国際的なイベント。ドキュメンタリーを共同製作する上での必要な情報を交換するとともに、
国内外の人的ネットワークの形成を促進する。

フランスの「Sunny Side of the Doc」が主催しており、今回で３回目になる。（我が国での開催は初めて）

本イベントには、国内外31ヶ国からドキュメンタリー・プロデューサーや放送局など440名が参加。

総務省は、３次補正予算「海外への情報発信強化」事業を通じ、本イベントの日本誘致・開催を支援。また、3月
18日には、「震災特別ピッチング・セッション」を設け、震災復興をテーマとした映像コンテンツの国際共同製作の
マッチングを実施。本ピッチング・セッションには海外の主要メディア25社（BBC、ディスカバリーチャンネル、FOX、
ヒストリーチャンネル、CCTV（中国）、SMG（中国）、KBS（韓）、GMA（フィリピン）、France Television（仏）、ARTE
（仏）、Spiegel TV（独）等）が参加。

ASD2012 スケジュール

場所：電通ホール（3月17日（土）～18日（日））、 ベルサール汐留（3月19日（月）～21日（水））

3月17日（土） マスター・クラス（国内製作者向け講習会）

3月18日（日） 震災特別ピッチング・セッション

3月19日（月）～21日（水）
ピッチング・セッション（企画プレゼンテーション）
パネル・ディスカッション＆ワークショップ
サイド・バイ・サイド・ミーティング（個別面談）

Asian Side of the DOC（ASD）2012 –Tokyo- の結果概要
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コンテンツ海外展開協議会の概要

１．目的

我が国コンテンツの海外発信については、日本のブランド力やプレゼンスの向上に資することから、政府
全体としても、クールジャパン戦略等を通じて積極的に取り組んでいるところである。

一方、昨今の経済情勢の悪化や広告収入の減少等を受けて国内コンテンツ市場は伸び悩んでおり、コン
テンツ市場の拡大及びコンテンツ製作力強化のためにも、海外への展開が課題となっている。

そこで我が国コンテンツの海外展開促進に向けた諸課題に対して、官民が連携して取組を進めることを目
的として、コンテンツ海外展開協議会を設置する。

２．主な検討項目

・ 国別／コンテンツジャンル別の市場調査

・ 諸外国の取組事例の調査

・ 我が国コンテンツの海外展開に向けた課題と対応策（権利処理、違法コンテンツへの対応等）

・ 関連産業等との連携の在り方 等

３．協議会の構成・運営

・ 会議は有識者及びコンテンツ業界の関係者（放送局、製作者、商社、広告代理店等）により構成。

４．開催期間

・ 本協議会の開催期間は、平成２４年３月から概ね１年程度を目途として開催する。
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コンテンツ海外展開協議会 構成員

大高 信之 株式会社ＷＯＷＯＷ経営戦略局担当局長

大山 秀徳 東映アニメーション株式会社常務取締役経営戦略本部副本部長

小川 正人 スカパーＪＳＡＴ株式会社経営戦略本部経営企画部長

音 好宏 上智大学文学部新聞学科教授

金光 修 株式会社フジテレビジョン経営企画局長

川崎 由紀夫 株式会社テレビ東京アニメ局長

川島 保男 株式会社テレビ朝日コンテンツビジネス局次長兼国際ビジネス開発部長

君嶋 由紀子 日本テレビ放送網株式会社コンテンツ事業局国際事業部長

高 龍太郎 株式会社よしもとクリエイティブ・エージェンシーアジア・海外事業センター長

古嶋 雅史 アクセンチュア株式会社メディア・エンタテイメント業界統括エグゼクティブ・パートナー

近藤 耕司 一般社団法人全国地域映像団体協議会理事長

樋泉 実 北海道テレビ放送株式会社代表取締役社長

仲尾 雅至 株式会社東京放送ホールディングス次世代ビジネス企画室長

中村 伊知哉 慶應義塾大学メディアデザイン研究科教授

楢島 文男 日本放送協会ライツ・アーカイブスセンター長

林 朋夫 株式会社電通ビジネス統括局次長

堀 義貴 株式会社ホリプロ代表取締役社長、一般社団法人日本音楽事業者協会副会長

松谷 孝征 ＮＰＯ法人映像産業振興機構理事長、株式会社手塚プロダクション代表取締役社長

御子神 大介 住友商事株式会社理事モバイルインターネット・メディア第一部部長

宮地 和樹 三井物産株式会社情報産業本部メディア事業部長

村田 嘉邦 株式会社博報堂ＤＹメディアパートナーズスポーツ・エンタテインメントビジネス局局長代理

矢島 彰 社団法人全日本テレビ番組製作社連盟副理事長

【オブザーバー】
総務省、外務省、経済産業省、文化庁、観光庁、官邸国際広報室、内閣官房国家戦略室、内閣官房知的財産戦略推進事務局
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経済産業省関係施策経済産業省関係施策



○有識者、関係省庁の参加を得て、２０１０年１１月より８回開催。２０１１年５月に提
言をとりまとめ、２０１２年２月に再開。

（座長：福原義春 資生堂名誉会長、座長代理：松岡正剛 編集工学研究所 所長）

「クール・ジャパン官民有識者会議」提言（概要）

経緯

○日本人が本来持っていた環境調和型、省エネルギー型のライフスタイルや産業構
造の原点に立ち帰り、創造と進化を遂げる。

○「現場で頑張る人」、「世界の舞台に挑戦する中小企業、若者」を支援する。

基本メッセージ：新しい日本の創造

政策の柱

○「産業再生、コミュニティー再生プラン」の公募

○東日本の地域産品のブランディング

○ライフスタイルのブランド化とまちづくり

２．東日本の復興への貢献

○地域活性化～クリエイティブ・ハブの構築

（クリエイティブ東京、地域におけるクリエ

イティブ・ハブの整備（総合特区制度の活
用など））

○新しいライフスタイルのデザイン

○人材育成

３．創造基盤の構築

○「クリエイティブ・ディレクター・チーム」の設定

○東日本の「復興物語」の記録と情報発信

○「現場で頑張る人」の物語の抽出と情報発信

１．日本のブランドの強力な発信

○「クール・ジャパン戦略推進事業」の実施

４．海外展開
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★

★

★

★
★

★

★

中国（地域産品、コンテンツ）
「あなたの街に住みます」プロジェクト（４７都道府

県に芸人が常駐）と連携し全国の地域産品を発掘
し、現地テレビ放送、e‐コマース等でＰＲ・販売。

シンガポール（コンテンツ）
東南アジアの情報発信拠点シンガポールで、アニメキャラクターの商

品開発を推進。

既存の民間イベントと連携民間と連携し、日本ブランドの再生をアピー
ル。

韓国（食、地域産品）
九州のムラ（農産漁村）と韓国の

マチ（都市部）の交流の場を作り、
食・地域産品の販売促進と観光誘
客を推進。

ブラジル（地域産品）
ブラジルのホテル・飲食店等に日

本の地域産品を売り込むため、現
地アンテナショップの設置等、現地
消費者の嗜好を把握し、地域産品
を提案。

★

米国、フランス（伝統工芸品）
日本の伝統工芸と欧米高級ブランドの協力による伝統工芸

品の海外展開支援。著名アーティストの目利きで話題をつく
り欧米富裕者層に販売。

★

中国（住まい）
「住まい」をキーワードに住宅メーカー、インテリア

関連企業、省エネ家電メーカー等が協力し、近未
来のライフスタイルをパッケージで提案。

米国（食、日用品）
もてなし、ぬくもり、小粋など日本の世界観を伝えつつ、コメ、

ソバと共に炊飯器、食器・調理器具をセットで提案。

シンガポール（東北の食品）
現地外食企業、日本のトップシェフ等と連携し、東

北の食材も含め、日本の新しい食ブランドを支援。

シンガポール（ファッション）
日本のストリート・ファッションのブランドを束ね、現地百貨店とネットでテストマーケティン

グ等を実施。
現地消費者の視点に立ったＰＲにより、日本ファッションのファンを拡大する。

インド（コンテンツ、ファッション、食）
日印のアニメ共同製作、キャラクター開発を行いつつ、消費財産業の市

場開拓を推進

インド＆イタリア（ファッション､食､デザイン､コンテンツ）
「東京コレクション」と若手デザイナーの海外進出を支援。
ファッションのみならず、食品、日用品を併せてブランディングし、日本ファ

ンの裾野を拡大。

フランス（生活雑貨､インテリア､テキ
スタイル）

若手クリエイターチームの“目利き”により
日本各地のデザインプロダクトを選定。パリ
で話題づくりをしながら提案。

ファッション、食、住まい、地域産品、伝統工芸品、コンテンツ等、日本の優れた商品の海
外展開を支援するプロジェクトを実施した。

フランス＆中国（伝統工芸品）
和食器を中心とした伝統工芸品等の海外販路開拓を展開。

文化的背景、使用方法、楽しみ方を説明しながら、現地の食事、生活文化
に合うものを提案。

フランス（まちづくり、地域産品）
地域の自然、風習、美意識などに基づく被災

地での「まちづくり」の取組を世界に発信しブラン
ド化。高付加価値の商品群を生み復興を支援。

フランス＆中国（テキスタイル）
日本ファッションの力の源泉であるテキスタイ

ルを世界最高峰の展示会で発信しブランド化。
ファッション産業全体を牽引する。

クール・ジャパン戦略推進事業（平成２３年度）
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クール・ジャパン クリエイティブディレクター①

クール・ジャパンの国内外向け広報を担うクリエイティブディレクターチームとして松岡正剛氏、伊藤直
樹氏、楠本修二郎氏を選任（23年７月）。
松岡正剛氏（編集工学研究所所長）を中心に、クールジャパンの源泉となる日本文化の多様な歴史を
編修したコンセプトブックを作成。

日本及び世界の歴史と文化を、「日本知
コード」「世界知コード」「アジア知コード」と
して抽出し、物語を再編集。

そのエッセンスを集め、日英併記のコンセ
プトブックを制作。

クリエイティブ東京フォーラム、APEC、ダボ
ス会議などで配布したところ国内外から大
きな反響があった。

Roots of Japan(s)
（クール・ジャパンのコンセプトブック）
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クール・ジャパン クリエイティブディレクター②

クリエイティブ・ディレクターチームのメンバーである伊藤直樹氏（（株）パーティ チーフクリエイティブオ
フィサー）により、インターネットを活用した、クール・ジャパンの情報発信と参画者誘引を実施した。
情報発信のため、各分野で影響力を持つ方がライターとして参加するブログ型ポータルサイトを開設。
国民参加を促すため、ウェブ上でクール・ジャパンのアイデアを集めるプラットフォーム“Mazer”を作成。

Cool Japan Daily Mazer

クール・ジャパン戦略事業全体を発信する
ポータルサイト。最新情報のほか、著名人
などがContributorsとしてブログを掲載。

国内外で活躍するクリエイターと国民とが
連携してクール・ジャパンの新たなアイディ
アを生み出す、オープンなプラットフォーム。
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「クール・ジャパン大賞」について

３／３１ 東京国際フォーラムにおいて、「クール・ジャパン大賞」の公開審査会ならびに授賞式を開催。
一般参加者が１２０名を超え、盛況であった。

■クール・ジャパン大賞 概要
①審査方法
・審査員3名（秋山具義氏、柴田文江氏、伊藤直樹氏）に
よる合議制

・事前協議後、当日の公開講評会の中で最終決定

②賞の種類
・Best of best idea賞（1位、2位、3位を選出し、当日ベス
トアイデアを発表）

・優秀ユーザー賞（上位数名を選出し、当日最優秀ユー
ザーを発表）
※Mazerのユーザーランキングに基づいて選出
③審査基準

・既存のクール・ジャパンの事業では生まれ得なかったア
イデア且つ実現可能性の高いアイデア

・クール・ジャパンのイメージをより広げる役割を担う可能
性があるアイデア
・海外に新しい日本の魅力を伝えることができるアイデア

「Ｍａｚｅｒ」に投稿されたアイデアの中から選ばれ
たベストアイデア、及び活躍されたユーザーの
方を表彰した。

■最優秀ベストアイデア賞
お題 ：CD片山正通「日本人デザイナーが世界で活躍できる方法」
受賞：久保博之さん「 デザイン塾(出る杭をのばす教育 + 教育)」

■ベストアイデア賞
お題 ：CD隈研吾「日本の空港を魅力的にするアイデア」
受賞：MAT-TUNさん「発電する空港(先端技術 + 自然)」

お題 ：CD原研哉「自転車社会を飛躍させるアイデア」
受賞：松野薫さん「自転車ハイウェイ + 専用」（懸念されている現
首都高速の老朽化対策として 構造的補強を兼ねた自転車専用
レーンを設置する）
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日本の伝統工芸をフックにクール・ジャパンを国際社会に訴求し、文化輸出を促進。
各地より伝統工芸品を募り、一流アーティスト、文化人の目利き、キュレーションにより付加価値を付与。
日本を代表するアーティスト陣が伝統工芸の拠点や注目・若手アーティストを発掘・育成、世界に発信。

伝統工芸における取組（プロジェクトWAO）

工芸ルネッサンス・プロジェクト 被災地復興と日本ブランド再生へ寄与

全国区の工芸
アーティスト発掘・育成

国内外展示即売会
の実施

海外メディアへのPR
「ELLE」「VOGUE」などファッション誌

から「ニューヨークタイムズ」など
海外メディアを展示会へ誘致。
海外ファッションピープルおよび

富裕層の伝統工芸に対する
ブランドイメージを醸成。

日本を代表するアーティスト陣による
キュレーション、コラボ作品を展示、

即売会を展開することで
海外バイヤーへ訴求。

＜ニューヨーク展開＞

会期：2012年2月第2週

＜パリ展開＞

会期：2012年3月第1週

47都道府県の地方新聞を主体とする
地域産品ＥＣサイト「47クラブ」を
ウィンドウにエントリーを募集。

優秀作を世に送り出す先として、
WAO/ニューヨーク、パリに展示。

日本伝統工芸の育成・ブランド向上による「アウトバウンド」と「インバウンド」を促進

アーティスト陣
の参画

WAO
アレッサンドラ・ベッターリ ： フェンディジャパン President＆CEO
板井麻衣子 ： 2010ミス・ユニバース ジャパン
伊藤直樹 ： クール・ジャパン戦略推進事業 クリエイティブ・ディレクター
猪子寿之 ： チームラボ株式会社 代表取締役社長
小川博 ： バカラ・パシフィック株式会社 代表取締役社長
奥山清行 ： 工業デザイナー／KEN OKUYAMA DESIGN代表
亀井誠一 ： カーサ・ブルータス編集長

隈研吾 ： 建築家
軍地彩弓 ： VOGUE girl クリエイティブ・ディレクター
成澤由浩 ： オーナーシェフ／NARISAWA
秦郷次郎 ： 秦ブランドコンサルティング代表 元ルイ・ヴィトンジャパン代表
フィリップ・テリアン ： ミクリジャポン株式会社 代表取締役
藤田恭一 ： ファッションデザイナー
丸山敬太 ： ファッションデザイナー

ＩＬＴＭ（Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｌｕｘｕｒｙ Ｔｒａｖｅｌ Ｍａｒｋｅｔ １２月 カンヌ開催） への出展

海外バイヤーに伝統工芸の体験を主とした旅行商品のプロモートに加え、

日本伝統工芸の展示・出展展開を通じて高品質なブランドイメージの醸成を狙う。
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※グローバル
市場への

ゲートウェイ
※ＤＶＤ、ＴＶ、玩具、
キャラクターグッズ等

コンテンツの海外展開支援会社（ANEW）の設立

ストーリー／キャラクター

ゲーム

アスミック・エース エンタテイメント（株）、
（株）石森プロ、（株）セガトイズ、（株）タカラトミー、
（株）テレビ朝日、（株）TBSテレビ、（株）電通、
東宝東和（株）、日活（株）、日本テレビ放送網（株）、
（株）フジテレビジョン、（株）プロダクション・アイジー、
三菱商事（株）、（株）読売広告社

（株）産業革新機構

（株）All Nippon Entertainment Works

100％出資 【60億円】

【パートナー企業】

国内オフィス
（東京）

米国オフィス
（ロサンゼルス）

コンテンツ・ノウハウ・人材等を提供

米
国
映
画
市
場

世
界
の
映
画
市
場

世
界
の
コ
ン
テ
ン
ツ
市
場

日
本

マンガ

ドラマ

映画

小説

玩具

アジア諸国を含むグローバルなコンテンツ市場に進出するためには、米国映画市場（ハリウッド）をゲート
ウェイとするのが近道。

本年2月から、コンテンツの海外展開を支援する「㈱All Nippon Entertainment Works」が事業開始。グロー
バル市場をターゲットとしたエンタテイメント作品の企画開発支援を行う。

＜期待される役割＞
◆コンテンツの権利関係を整理して映画化権等を取得する。
◆当初からグローバル展開を視野に入れた大規模な企画開発を行い、ハリウッドで提案を通す。

→日本のコンテンツ業界に海外展開のノウハウを蓄積し、対価が国内に還流する仕組みを構築。

CEO：サンフォード・R・クライマン
エンタメ・メディア業界における、革新的ディールメー

カー。世界的メディア企業のシニアアドバイザーであり、
映画・TV作品の企画開発にも積極的。
（直近略歴） 1999年：ｴﾝﾀﾃｲﾝﾒﾝﾄ・ﾒﾃﾞｨｱ・ﾍﾞﾝﾁｬｰｽﾞ

2007年：3ality Digital

COO：黒川裕介
複数のエンタメ企業のマネジメントチームとして、コンテ

ンツをグローバル市場に向け企画開発経験あり。
（直近略歴） 2009年：ｸｵﾝﾀﾑﾘｰﾌﾟ

2010年：円谷ﾌﾟﾛﾀﾞｸｼｮﾝ

【経営陣】
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総合特別区域（特区）制度を活用した地域活性化

 規制緩和とインセンティブを組み合わせることにより、米国やアジアから映画等の大型ロケ撮影を誘致すると
ともに域内でのコンテンツ制作・流通を促進することで、アジアにおけるコンテンツ産業拠点都市とすることを
目標とした「札幌コンテンツ特区」が指定された。

 現在、各省庁との協議が進められており、6月中に協議結果を踏まえた計画が認定される予定。
 具体的には、ロケ撮影に伴う道路上の撮影許可（道路交通法）、道路の占有許可（道路法）等の規制緩和や、

ワンストップで海外からのロケ撮影隊の支援を行う推進組織「Ｆｉｌｍ Ｓａｐｐｏｒｏ」の設置等を実施する。
 これにより、平成２７年度には、ロケ撮影等映像制作の誘致・実施にともなう経済効果は１４４億円、札幌の事

業者が制作した映像の海外輸出額は２．３億円、映像コンテンツ視聴者（外国人）が札幌に観光に訪れる人数
として１１５万人を見込む。

【規制緩和】 ロケ関係の許認可
申請一元化
（ワンストップ窓口）

リエゾン・オフィサー
によるロケーション・
コーディネート 等

国際競争力のある
自然条件

【地域の強み】

革新的なコンテンツ
産業関係者の集積

【インセンティブ】 コンテンツ・ファンド
の造成・運用 等

ロケに係る許認可手続きの簡素化により、効果的な
ロケマネジメントが可能となり、通常は撮影が許可さ
れない場所での大がかりな撮影が可能となる。

映像制作の件数増加や内容の充実、大型化を通じ
てコンテンツの地元製作が盛んになる。

映像を活用した地元ＰＲの機会が増加し、スポン
サーが拡大し、多様な業種や企業等からコンテンツ
制作に対する投資を集めやすくなる。

制作段階から、観光や教育への二次利用や輸出商
品化を意識した映像制作が促進され、地元映像活
用の自由度と使い勝手が向上する。

【特区制度活用によるメリット】 【期待される効果】

ロケ件数・日数の増加に
よる地元経済への波及効
果の増大

地元雇用・起業の拡大

・地元若手クリエーター
・食、観光等の地元企業
・地元放送局

・地元制作会社、ロケーション
コーディネート会社、機材会
社等

札幌コンテンツ特区の仕組み札幌コンテンツ特区の仕組み
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環境・次世代エネルギー

研究開発

国際港湾

アジア拠点

ﾊﾞｲｵ･ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ

農業

国際物流

ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ

「総合特区制度」の概要

（４）金融上の支援措置：利子補給制度（０．７％以内、５年間）の創設 （H23予算：1.5億円）＜H24予算1.6億円＞

（３）財政上の支援措置：関係府省の予算を重点的に活用。総合特区推進調整費により機動的に補完 （H23予算：151億円）＜H24予算：138.4億円＞

（１）規制・制度の特例措置

○全国的な展開に踏み切れない規制の特例も、自己責任の下、

区域限定で実施

⇒ライフイノベーション、グリーンイノベーション等の本格展開の突破口

○個別の法令等の特例措置に加え、地方公共団体の事務に関し、

政省令で定めている事項を条例で定められることとする

⇒ 地域主権改革を加速する突破口

（２）税制上の支援措置

○地域戦略を担う事業者に対する個人出資に係る所得控除
⇒地域の志のある資金を「新しい公共」へ結集

○国際競争力強化のための法人税の軽減
（投資税額控除、特別償却、所得控除より選択）

⇒国際競争力ある産業・機能集積拠点整備

②地域活性化総合特区①国際戦略総合特区

総合特区制度 新成長戦略を実現するための政策課題解決の突破口＝

先駆的取組を行う実現可能性の高い区域に国と地域の政策資源を集中

○ 地域の包括的･戦略的なチャレンジを、オーダーメードで総合的（規制･制度の特例、税制・財政・金融措置）に支援

○ 総合特区ごとに設置される「国と地方の協議会」で国と地域の協働プロジェクトとして推進

我が国の経済成長の

エンジンとなる産業・機能の

集積拠点の形成

①国際戦略総合特区 ②地域活性化総合特区

地域資源を最大限

活用した地域活性化の

取組による地域力の向上

２つのパターンの「総合特区」

特例措置・支援措置

観光・文化

医療・介護・健康

教育・子育て

環境・次世代エネルギー

金融・ｿｰｼｬﾙﾋﾞｼﾞﾈｽ

物流・交通

ﾊﾞｲｵﾏｽ

農業・六次産業

防災・減災

※特例措置・支援措置は、「国と地方の協議会」の協議を踏まえ、累次追加
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～在外公館の強みを活かした貢献～      外務省のクールジャパン推進への取組例 
平成２４年４月２３日 外務省広報文化交流部 

クールジャパン6分野（ポップカルチャー，工芸工業デザイン，食文化，
科学技術・産業，建築・構造物，イメージ統括編）を扱った映像「Japan-
Sense of Wonder」及びポスターを制作。現地で開催される関連イベントで
の放映，掲示，現地放送局での放映等に活用。 
映像は， １１言語（英語，仏語，西語，中国語，韓国語，ロシア語，アラ
ビア語，ポルトガル語，インドネシア語，タイ語，ベトナム語）で制作。外務
省ホームページ（英語）からも閲覧可能。 

 

クールジャパン関連映像・ポスター作成（H22補正） 

クールジャパン支援現地タスクフォースの立ち上げ 

各在外公館長を中心として，関係政府機関の海外事務所，民間の団体，企業等が参加。参加者間の情報共有・連携を強化すること
により，現地ニーズに根ざしたクールジャパン展開を促進。メディア・コンテンツ, ファッション, 食等各分野の市場分析や対応の検討等
についても協議。  

昨年7月14日の高橋副大臣（当時）記者会見において，クールジャパン海外展開において重要拠点となる９か国１１都市（ソウル，上
海，香港，シンガポール，ニューデリー ，ハノイ，サンパウロ，ニューヨーク，ロサンゼルス，ロンドン，パリ）での立ち上げを発表。１１月
にジャカルタ，バンコクにおいても立ち上げを指示。 

現地事情を踏まえながら，各地で順次第１回会合を開催している。 

 

 

クールジャパン発信事業（H23新規） 

Japan Expo 2011 (大型発信事業を通じた取組の例） 

クールジャパン各分野（食，デザイン，ファッション及びメディアコンテンツ）の専門家を
重要拠点国・地域に派遣し，講演，デモンストレーション等を実施。 
昨年８月末にサンフランシスコに，和装ブランドSOU・SOUのプロデューサー兼デザイ
ナーを派遣し，ファッションショー，講演会，展示・交流会等を実施。 
その他，シンガポール（アニメ・漫画分野）， モスクワ（音楽分野），北京（アニメ・声優分
野），ロンドン（ファッション・デザイン分野），LA（日本食分野）において実施。 
 

 
 
 
昨年６月３０日～７月３日，フランス・パリ近郊にて開催。過去最高の入場者数（４日間で19万2千人）を記録。 
外務省及び国際交流基金は，一昨年、昨年に引き続いて，経産省，観光庁と連携して出展。 

今年はエキスポ初日に共同記者会見を実施。会見では農水省の参画も得て，日本の食や観光について 

風評被害対策のプレゼンテーション等も実施。 
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文部科学省における2011年度のクールジャパン推進の主な取組 

優れた文化芸術の創作支援・国際的な芸術創造・発信の拠点の形成 

○ メディア芸術祭の開催（平成24年2月22日～3月4日、新国立美術館）  
○ 国際共同製作映画の支援（劇映画３件、アニメーション映画2件） 
○ 我が国の中核的な国際芸術フェスティバルへの支援 
  ・第２４回東京国際映画祭（平成23年10月） 
  ・ヨコハマトリエンナーレ２０１１（平成23年8月～11月） 
○ 外国人芸術家等が滞在創作する、国際的芸術創造・発信拠点形成の促進 
  文化芸術の海外発信拠点形成事業（アーティスト・イン・レジデンス等、27事業に支援） 

新たな文化芸術を創造する人材の育成 

○ 各分野の新進芸術家に海外での実践的な研修機会を提供し、我が国の将来の芸術振興を担う人材を育成 
○ 若手映画作家に対し、映画製作に係るワークショップや実際の短編映画作品の製作・発表機会を提供 
 （5作品を制作）  
○ 海外の若手メディア芸術クリエイターを招へいし、研修・創作の機会を提供（3名を招へい）  
○ 若手アニメーター等に対して、ＯＪＴによる人材育成の実施（４作品を製作）  

我が国の優れた文化芸術の海外発信の強化 

○ メディア芸術祭海外展の開催（平成23年9月～10月 ドイツ・ドルトムント）  
○ 日中映像交流事業（日本アニメ・フェスティバル 中国・北京（6月）、上海（11月））  
○ サロン・ド・リーブル（フランスの国際書籍展）において日本特集ブースを設置し、我が国の文学 
 作品、マンガ等の書籍を展示・紹介（平成24年3月）  
○ Japan・Indonesiaポップカルチャーフェスティバルにおいて日本の現代ポップミュージックのコ 
 ンサート等を実施（平成24年3月） 
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震災復興関連の主な取組 

クールジャパン関連イベント等における震災復興メッセージの発信 

○ 東アジア諸国の文化人、芸術家、学識経験者等が一堂に会し、東アジア諸国の文化芸術関  係者のネッ
トワーク強化を図る「東アジア共生会議２０１１」において、「災害と文化」をテーマに取り上げ、災害時において
文化が果たした役割等について議論を行うとともに、震災復興に向けたメッセージを発信 

○ 「世界文明フォーラム２０１２」において、ノーベル賞学者等世界の一線で活躍する知識人の参加を得て、「２
１世紀文明への震災からの教訓」をテーマに、これからの経済・社会の在り方や震災復興の過程で文化芸術が
果たした役割について議論 

○ 我が国の文化人・芸術家等が、一定期間、外国に滞在し、講演、実演などを行い日本の文化に対する理解
増進を図るとともに、海外の文化人等との交流を通してネットワーク形成を図る「文化交流使」の活動を通して
震災復興のメッセージを発信 

 

文化財・文化施設等の速やかな復旧に向けた取り組み 

○ 震災において被災した国指定等文化財の保存・修復や、公立文化施設、社会教育施設の早期復旧に 
 向けて、予算措置、指導助言等必要な処置を実施  

被災地における文化芸術活動の実施 

○ 被災地における文化芸術活動へのニーズを把握し、状況や内容に応じ、芸術家等を被災地の小学校 
 や避難所等に派遣し、文化芸術活動を実施 
○ 芸術家、芸術団体、企業、助成団体等が分野の枠を超えて連携協力し、文化芸術を通じた被災地の 
 復興支援活動を展開するため、 「文化芸術による復興推進コンソーシアム」を設立 
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2012年度におけるクールジャパン推進の主な取組 

国際文化交流を通じ、 
文化芸術の理解の促進、文化芸術水準の向上を図る 

国際会議の場を通じた各国との連携強化 文化芸術の海外発信強化 

創作活動の支援・国際的芸術発信拠点形成の促進・人材育成 

○ 第４回日中韓文化大臣会合 
（平成２４年５月に中国・上海で開催予定。日中  
 韓３国で進める共同事業等について議論） 
○ ＡＳＥＭ文化大臣会合 
（平成２４年９月にインドネシア・ジョグジャカル  
 タで開催予定） 
○ ＡＳＥＡＮ＋３文化大臣会合 
（平成２４年中にシンガポールで開催予定） 

各国との間で設定される周年事業において、文化芸術関連
イベントを実施 
 
○ 日中国交正常化４０周年記念関連事業の主催・支援 
 ・ メディア芸術祭海外展の開催（中国・香港） 
 ・ オペラ「アイーダ」（コンサート形式の開催） 
   （新国立劇場と中国国家大劇院の共同事業）など 
○ 滞在型の芸術創造拠点である「アーティスト・イン・  
 レジデンス」の国際会議「Ｒｅｓ Ａｒｔｉｓ」の開催 

○ 将来的な東アジアの連帯を目指し、日中韓３か国内で、毎年「東アジア文化都市」を定め、舞台芸術 
 公演や展覧会等の文化芸術活動を展開し、文化芸術の中核的拠点都市を形成する「東アジア文化都市」  
 構想を推進 
○ 外国人芸術家や研究者・学芸員などを招へいし、芸術創造を行う「アーティスト・イン・レジデン 
 ス」に対し継続的な支援を行い、国際的芸術創造・発信拠点の形成を促進 
○ 広く国民に親しまれているメディア芸術（映画、マンガ、アニメーション等）の発信、展示、創作活 
 動への支援、人材育成支援等を通じて、我が国の文化振興を図る 
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原発事故による諸外国の食品等の輸入規制の動き

○平成23年農林水産物輸出実績（単位：億円）

資料：財務省「貿易統計」を基に農林水産省作成

●我が国からの農林水産物・食品の輸出については、原発事故に伴い諸外国・地域（世界47ヵ国・地域）に
おいて日本産農林水産物・食品の輸入規制を強化。その結果、震災後の輸出額は、前年同期比でマイナスが継続

○主な輸出先国の輸入規制措置の例
対 象 県 品 目 措 置

中
国

１０都県 全ての食品、飼料 輸入停止

１０都県以外

野菜及びその製品、乳及び乳
製品、茶葉及びその製品、果物
及びその製品、薬用植物産品

放射性物質の検査証明書(※)及び産地証明書
を要求

水産品及び水生動物
上記のほか、原産地・輸送経路を記した検疫許
可申請を要求

その他の食品・飼料 産地証明書を要求

韓
国

８県
ほうれんそう、カキナ、米、原乳、
飼料、きのこ類、茶等

輸入停止
(原乳は福島及び茨城、飼料は福島、栃木、群
馬及び茨城、茶は群馬、栃木、茨城、千葉及び
神奈川、米は福島、きのこ類は福島、栃木、茨
城、宮城、岩手及び千葉が対象など)

１３都県
全ての食品(上記７県の輸入停
止品目除く)

放射性物質の検査証明書を要求

１３都県以外 全ての食品 産地証明書を要求

Ｅ
Ｕ

１１都県
全ての食品・飼料
（日本酒、焼酎、ウイスキーを除く）

放射性物質の検査証明書を要求

１１都県以外
全ての食品・飼料
（日本酒、焼酎、ウイスキーを除く）

産地証明書を要求

台
湾

５県 全ての食品 輸入停止

５県以外 野菜・果実、乳製品、水産物等 全ロット検査

香
港

５県
野菜・果実、牛乳等 輸入停止

食肉(卵含む)、水産物 放射性物質の検査証明書を要求

米
国

８県
ほうれんそう、カキナ、原乳、き
のこ、イカナゴの稚魚、牛肉製
品等

輸入停止
(栃木はほうれんそう、茶、牛肉製品等、茨城、
千葉は茶、シイタケ等、宮城、岩手は牛肉製品
等、群馬、神奈川は茶が対象など)

３県 牛乳・乳製品、野菜・果実等 放射性物質の検査証明書を要求

(平成24年4月18日現在)

(※) 相手国政府と協議中
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216 
162 

7 

8 

128 

98 

0

100

200

300

400

500

23年

1月

24年

1月

▲23.9%

351

268

240 
213 

11 
9 

149 
157 

0

100

200

300

400

500

平成23年

2月

平成24年

2月

400 379

▲5.1%

38



東京電力㈱福島第一原子力発電所事故の影響への対応

諸外国等に対して、関係省庁等と連携して、我が国がとっている措置や検査結果のデータの正確な情報提供等を実施。

● 諸外国等に対する働きかけ

● 首脳会議や国際会議等の場を活用し科学的根拠に基づく対応等を要請
● 在外公館や在京大使館を通じて、我が国で行っている検査の状況やデータ等の情報提供
● 農林水産省の大臣をはじめ、副大臣、政務官や事務方幹部を主要国に派遣して直接働きかけ

主要輸出国・地域の事業者、消費者等の意識等を踏まえ、
メディア、イベント等を活用した情報発信を実施。

【発信内容】
・ 国内における食品の安全性確保の取組
・ 日本産食品の魅力 等

● 新聞・TV等のメディアを使った情報発信

● 消費者向けイベントを開催しての情報発信
など

● 国外における風評被害の払拭・
輸出回復に向けた対応（情報発信）

● 諸外国等の輸入規制情報の提供
● 諸外国等の輸入規制等に関連する相談窓口の設定

● 諸外国等から要求される証明書の発行体制の整備

（都道府県・農政局等）
● 放射性物質の検査機器導入支援
● 放射性物質検査費用に対する補助

など

● 諸外国等の輸入規制への対応

（国内輸出事業者への支援含む）
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地理的表示の保護制度の
導入により期待される効果

課 題

消費者の信頼が向上することで、対象産品の
価格上昇と生産者所得の増加が期待。

対象産品を核とした加工食品化やグリーン

ツーリズムの取組を推進。

○輸出市場での有利性確保
地域ブランドの対外的信用を高めることで、
対象産品の海外への輸出促進につながるこ
とが期待。

鹿児島黒酢
（鹿児島県）

伊勢本かぶせ茶
（三重県）

（我が国の高品質な地域ブランドの例）

地理的表示の保護制度
地域ブランドの信用を

高める制度

○ 地域の自然的特性を活
かした方法又は伝統的
方法により生産・加工さ
れた結果、当該地域に固
有の品質又は特徴を有
する産品を対象。

○ 当該産品の名称を一定
の生産・品質等の基準を
満たしている産品に対し
てのみ用いることができ
ることとし、基準を満たし
ていない産品に対する名
称の使用を防止するため
の公的な仕組みを整備
することで、地域ブランド
の信用を高める。

高品質の産品に対する
適正な評価の確保

○生産者所得の増加

○六次産業化の取組の推進

○ 我が国の地域特産品となっ
ている農林水産物や食品に
ついて、高付加価値化・ブラ
ンド化を一層推進し、農山漁
村の活性化を図るためには、
その地域に由来する品質や
特徴について適切な評価を
与える仕組みが必要。

※ 日本にて地理的表示の保護制度の対象とな

れば、海外の同制度導入国において、我が国
の地域ブランド不正使用の抑止効果が期待。

ブランド化・高付加価値化・六次産業化の
推進による農山漁村の活性化

我が国の食と農林漁業の再生のための基本方針・行動計画
国産農林水産物・食品の輸出戦略の立直し

○ 地理的表示の保護制度の導入
我が国の地域特産品となっている農林水産物や食品について、高付加価値化・ブランド

化を一層推進し、農山漁村の活性化を図るため、地理的表示の保護制度を導入する。
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食料・農業・農村基本計画 （平成２２年３月３０日閣議決定）

第３ ４．（１）④ 知的財産の保護・活用 （４パラ）

加えて、決められた産地で生産され、指定された品種、生産方法、生産期間等が適切に管理された農林水産物に
対する表示である地理的表示を支える仕組みについて検討する。

知的財産推進計画2011 （平成２３年６月３日知的財産戦略本部決定）

４．クールジャパン戦略
③クールジャパンの人気を拡大させる。

【施策例】
・地理的表示保護制度の導入検討
農林水産省：高品質な我が国の農林水産物や食品について、そのブランドイメージを保護し、その輸出促進を図るた

め、農林水産物・食品に係る地理的表示(Geographical Indications、GI)の保護制度の導入に向けた検
討を行い、結論。(短期)

経済産業省：農林水産省における検討状況に応じて、商標法、不正競争防止法との整合性を確保するために協力。
（短期）

「我が国の食と農林漁業の再生のための基本方針・行動計画」に関する取組方針
（平成２３年１２月２４日公表）

Ⅱ【戦略２】６．農林水産物や日本の食文化の発信力の強化
① 地理的表示の保護制度については、国際的な動向を踏まえ、適切な時期に制度を創設できるよう、平成２３年

度中に有識者等による研究会を立ち上げる。

我が国の食と農林漁業の再生のための基本方針・行動計画
（平成２３年１０月２５日食と農林漁業の再生推進本部決定）

Ⅲ【戦略２】（３）国産農林水産物・食品の輸出戦略の立て直し等
② 我が国の高品質な農林水産物に対する信用を高め、適切な評価が得られるよう、地理的表示の保護制度を

導入する。

地理的表示の保護制度に関する各種提言
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国土交通省関係施策
ー訪日観光促進におけるクールジャパンの活用－

国土交通省関係施策
ー訪日観光促進におけるクールジャパンの活用－



訪日外国人旅行者数の推移
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ビジット・ジャパン・
キャンペーン開始
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68.5万人
4.1％減
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19.3％減

1～2月計
123.3万人

前年比
11.5％減

出典：JNTO訪日外客統計
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出典：日本政府観光局（ＪＮＴＯ）
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対
前
年
同
月
比
の
推
移

東日本大震災による外国人訪日旅行の落ち込み

2012年

※春節時期の移動により、1，2
月は合計での確認が必要。
1～2月合計の対前年同期比は
11.5％減となり、12月より回復
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Step1：
情報発信（３月～） Step2：

メディア・旅行会社招請
（5月～）

Step３：
一般消費者への働きかけ
（１０月～）

官民一体となった安全情報の発信
・JNTOのホームページにおける国内外の外

国人に向けた情報提供（災害関係情報、交
通情報、公的機関情報等）

・JNTOに外国人向けの24/7のホットライン
を設置（3/11-4/30)

・海外現地説明会の開催（のべ100回以上）
・観光庁長官による海外メディアブリーフ
・トップによる働きかけ（日中韓観光大臣会
合、日中観光交流の集い、日韓観光交流拡大
の夕べ、WTTC等）
・MICEのキャンセル防止

外国人の目線に立った声の発信
・訪日した著名人、在留外国人、外国人訪日

客等のメッセージをJNTOのホームページ
等で発信（Lady Gaga, Justin Bieber等）

・留学生サポーター（約1000名）による地
方からの情報発信

・外国人による積極的な口コミ発信の奨励
・嵐出演のメッセージフィルムの上映
（Message from Japan）

海外メディアや旅行会社を
日本へ招請
（合計約1000名）

・訴求力の高い海外メディアへ
の記事掲載

・休止していた訪日旅行商品の
販売再開

・新たな訪日旅行商品の造成
・海外旅行会社との共同広告の

実施

ビジットジャパン事業・オー
ルジャパンによるプロモーシ
ョンの積極展開
・市場の特性に応じた海外広告宣

伝の本格展開
・震災後訪日経験者の活用
・SNSなど「口コミ」を活用
・メディア・旅行会社招請
・「ビジットジャパンプラス」を

通じて、地域、民間と連携
・おもてなしキャンペーン（10月

～）、Japan Big Welcome 
Campaign（11月～）の実施

・3次補正予算による追加プロモ
ーション（1月～）

震災後の取り組み
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ビジット・ジャパン事業におけるプロモーション・コンテンツ（例）

北米市場 （H22年度プロモーション）

古
き
良
き
日
本

ク
ー
ル
ジ
ャ
パ
ン

時節をとらえ、ｺﾞｰﾙ
ﾃﾞﾝﾙｰﾄだけではな
い地域の魅力を紹
介する効果的なア
ドバトリアル（記事
広告）を展開。

・富裕層向け雑誌
「ﾅｼｮﾅﾙ･ｼﾞｵｸﾞﾗﾌｨｯ
ｸ･ﾄﾗﾍﾞﾗｰ」（73万人
購読）へ広告掲載

※プロモーションにおいて
活用された画像等を添付

需要喚起・旅の提案型
米国サイに、ポップカ
ルチャーのコンテンツ
をページを設置。
・サイトアクセスは2011
年実績で294万件。

・メインターゲットだけ
でなく、若年層をはじ
めとする日本のポップ
カルチャー関心層にPR
し、訪日層の底上げを
図る。

【紹介スポット（例）】

【紹介スポット（例）】

AsoBit Chara City
（秋葉原）

水木しげるロード
（鳥取県境港市）

九州新幹線開通に先
立ち、熊本城（伝統・
歴史）、黒豚・じゃぶ
しゃぶ（食文化）、指
宿砂蒸し温泉（癒し）
など南九州の伝統体
験を訴求

北米でも人気
のあるポップカ
ルチャー（Ｊ
ポップファッ
ション、ゆる
キャラ、アニメ・
マンガ映画の
舞台となった
デスティネー
ションまで、総
合的に紹介。
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ビジット・ジャパン事業におけるプロモーション・コンテンツ（例）

韓国市場 （H22年度プロモーション）

古
き
良
き
日
本

ク
ー
ル
ジ
ャ
パ
ン

・J-ROUTEサイトに動
画を掲載し、女性のた
めの京都の旅を訴求。
・J-ROUTEサイト200万
PVのうち、京都動画再
生回数は7千回
・女性誌「Ceci」、無料
誌「フォーカス」、一般
新聞「東亜日報」での
記事広告、動画に出演
したαブロガーから発
信

※プロモーションにおいて
活用された画像等を添付

・J-ROUTEサイトに動
画を掲載し、恒に進化
しているポップカル
チャーの聖地秋葉原を
訴求。
・J-ROUTEサイト200万
PVのうち、秋葉原動画
再生回数は6万9千回。
・男性誌「GQ」「マキシ
ム」での記事広告、動
画に出演したαブロ
ガーから発信。

【紹介スポット（例）】

【紹介スポット（例）】

メイド喫茶体験
メイドリーミンHaeven’s Gate店

（韓国の若い男性の間でメイド喫
茶体験が話題に）

ラーメン缶自動販売機

動画で、アニメ、メイド喫茶体験、
ヨドバシカメラ秋葉原店、秋葉原
UDXビル、ラーメン缶自動販売
機、AKB48劇場等を紹介。 AKB48劇場

動画で、着物体験による清水寺周
辺を散策する他、嵐山、南禅寺、保
津川下り、豆腐料理、町家カフェ、
和菓子等を紹介。

着物体験による清水寺周辺散策
レンタル着物：岡本
（韓国の20・30代女性の間で着物
を着た町歩きが話題に）

湯豆腐：順正（南禅寺）

和菓子：舌切茶屋（清水）

46



ビジット・ジャパン事業におけるプロモーション・コンテンツ（例）

中国市場 （H23年度プロモーション）

古
き
良
き
日
本

ク
ー
ル
ジ
ャ
パ
ン

時節をとらえ、富士
山やショッピング以
外のｺﾞｰﾙﾃﾞﾝﾙｰﾄの
魅力を紹介記事広
告を展開。

・旅行雑誌「悦旅」
（55万部発行）へ広
告掲載

上海TV「東方衛視」を
招請。人気メイクアップ
アーティストの小P（ｼｬ
ｵﾋﾟｰ）氏による、最新
の日本のコスメ、グル
メ情報の紹介。
・原宿・表参道の日本
流行ファッションの紹
介及びファッションモデ
ルとの対談や、東急ハ
ンズの美容グッズ、野
菜寿司等の新しい食
文化等を紹介。
・テレビ放映のほか、
WEBサイトにも動画を
アップ（93,158回再
生）。

【紹介スポット（例）】

日本の伝統文化への
興味関心が高いこと
に着目し、銀閣寺や
高台寺等の寺社仏
閣、清水焼や織物、
和紙等の伝統工芸品
（文化）や京懐石（食
文化）、など京都の伝
統体験を訴求

ファッションモデルとの対談
日本の最新ファッションについ
て意見交換。

原宿・表参道の
ファッションを紹介する
小P

東急ハンズの美容グッズ 野菜寿司ポタジエで
野菜寿司を紹介

原宿・表参道の流行
ファッションの紹介

【紹介スポット（例）】

ＶＪ中国
キャンペーンサイトにてTV
動画を掲載

東方衛視「日本随星行」
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ビジット・ジャパン事業におけるプロモーション・コンテンツ（例）

香港市場 （H23年度プロモーション）

古
き
良
き
日
本

ク
ー
ル
ジ
ャ
パ
ン

・香港の最大手TV局

「TVB」を招請し、日本紹

介旅番組を制作

・訪日旅遊親善大使の

エリック・ツァン氏が、震

災から１年が経過し、元

気になった日本の旅情

報を紹介

・約155~160万人が視聴

・番組撮影に同行した

「Apple Daily」「Oriental 

Daily」による番組紹介記

事も発信

・総合トレンド雑誌

「Weekend Weekly」を

招請し、トレンドに敏感

な若者向けの東京の

ファッション記事を掲載

・上質なファッションア

イテムを取扱う、原宿、

代官山、表参道等の

ショップを紹介

・約24万人が購読

【紹介スポット（例）】

【紹介スポット（例）】

Loopwheeler SWEATERS
（オールハンドメイドのニット製品）

（製法は昔のままに、一級品綿糸を
使い、トレンドを反映した、機能性・
デザイン性に優れたニット製品を紹介）

日本の職人が造る、一点モノともいえる
アイテムを取扱うショップを香港人記者
が選定。香港人の若者が好むトレンド
ファッションを紹介

世界遺産・平泉や浅草寺のほか、
復興した東北の食材や、新名所「東
京スカイツリー」なども交えて紹介

世界遺産・平泉の金色堂見学

（世界遺産に認定され、香港人観光
客の訪問が期待される平泉を紹介）

新名所：東京スカイツリー

宿泊先での懐石料理
（ホテル観洋：南三陸）

CA4LA HATS
（帽子屋）

夏椿工房
（日用雑貨）
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「Ｊａｐａｎ．Ｔｈａｎｋ Ｙｏｕ．」 キャンペーン

【期間】
２月下旬～４月下旬

【主な取組】
１．特別ロゴ「Japan. Thank Ｙou.」及び特別ポスターを作成。
２．主要国際空港等（出入国審査ブース、ターミナル等）での

お出迎え展示。
３．ＪＮＴＯツーリスト・インフォメーション・センター（東京・丸の内）において、

「Thank You」折鶴キャンペーンの実施。
４．3月11日限定ライトアップ（東京スカイツリー、横浜マリンタワー、

京都・東山花灯路、神戸ポートタワー、別府タワー）
５．東京、横浜、大阪、京都、仙台等の大都市と米国・ニューヨークに

おいて、商店街バナー、バス・タクシー車体、ホテル・フラッグ等へ
「Japan. Thank You.」ロゴを掲出。

６．岐阜県高山市の１６の主要観光施設及び公共交通機関について、
外国人の利用が３月１１日に限り無料。

７．外国人旅行者向けガイド「ZAGAT」Thank You版の製作・配布。
８．東京マラソン等参加の外国人へ、感謝を伝えるとともに、ブログ等

での発信を促す「Thank You」カードを配布。
９．日本全国から「Thank You」動画の募集・海外発信。

中央通り（銀座通り）
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訪日旅行促進事業（ビジット・ジャパン事業）

中核事業

３．地方連携事業

１．現地消費者向け事業

○広告宣伝事業
○メディア招請事業

４．「普遍的な日本の魅力」発信事業

海外における日本紹介ガイドブック等の分析を踏まえ、広域の観光ルート等ご
とに、統一のコンセプトの下、伝統・文化、街並み、景観、先端技術などのうち、
洗練された一流の魅力から成る映像、写真、紙媒体等を作成。著作権処理を施
し、在外公館等イベント、HP掲載などにより全世界へ統一訴求。

※その他、事業効果の最大化を図るため、効果測定や市場調査費等を計上

２．現地旅行会社向け事業
○旅行会社との共同広告
○旅行会社招請
○セミナー・商談会の開催
○旅行博出展（B  to  B）

５大市場
（韓国、中国、台湾、米国、香港）

１３市場
（韓国、中国、台湾、米国、
香港、オーストラリア、タイ、

英国、シンガポール、カナダ、
フランス、ドイツ、マレーシア）

１．訪日需要回復緊急事業

○韓国市場における風評被害対策特別事業

ネガティブ報道による風評被害防止のため、安全・安心のメッセージを主要媒
体、オピニオンリーダー等を活用し、タイムリーに発信。
○国内宿泊施設と連携した再来訪促進事業
外国人宿泊者の多いホテル・旅館と連携し、宿泊名簿記載の外国人へ、安

全・安心とともに早期再来日を促すメッセージを発信。

２．海外現地オールジャパン連携事業
○在外公館等との現地連携事業
海外現地での在外公館等との連携を強化し、在外公館等が行う日本関連イベン

トの機会を捉えた訪日促進プロモーションを実施（ブース出展、セミナー併催等）
○海外現地日系企業との連携事業

海外進出日系企業と連携し、その商品、店舗、展示物等を活用した新しい形態
の広告宣伝を実施。（例：アパレル、家電、和菓子、飲食、ポップカルチャー等）

３．時機を捉えた事業
○日本開催大規模国際会議の機会を捉えた訪日プロモーション（日中韓観光

大臣会合、ＷＴＴＣグローバルサミット、IMF・世銀総会等）
○「日印６０周年」関連招請事業（旅行会社、メディア）
○オープンスカイ関連・旅行会社向け事業（インドネシア、ベトナム）

徹底したマーケティングリサーチ及びKPI測定結果を踏ま
えるとともに、震災後の日本に対する消費者意識の変化を
勘案し、事業内容の重点化を図る。

都道府県単独では難しい「広域」で連携した外国人誘客の
取組を、地域と国が共同実施。地域間の広域連携を促す。
※再訪者の多い市場（韓国、香港、台湾、星国）へ重点。

緊急対策事業

※ただし、韓国市場は、KPI結果が有意でないことを踏まえ、取りやめ。

○一刻も早い訪日需要の回復のため、徹底した風評被害対策を実施。

○在外公館や民間企業との連携、オープンスカイなど特別の機会の活用等あらゆる関係者・機会を
総動員した事業展開により、最大限の効果発現を狙う。

H24当初予算額：4,927百万円
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